
建築基準法に基づく
定期報告制度説明会

大阪府内建築行政連絡協議会
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定期報告制度の説明について １４：３０～１５：０５

建築物の維持保全について １５：０５～１５：５０

地震の安全対策について １５：５０～１６：００



建築基準法第12条に基づく

定期報告制度説明会 令和元年9月11日(水)

1.建築物の維持保全に関する法的義務

2.定期報告制度の必要性（過去の事故の反省）

3.大阪府内の運用と報告義務（最近の傾向）

4.その他

大阪府内建築行政連絡協議会

◆定期報告制度・罰則等



１.建築物の維持保全に関する法的義務

【建築基準法】
・建築物の敷地・構造・建築設備等を常時適法に維持
・ホテル 旅館等は、建築基準法での特殊建築物に該当
特殊建築物→不特定又は多数の者が利用する建築物 等

【消防法】
・消防計画、防火管理、避難訓練、消防用設備等点検・整備等
・ホテル・旅館は、消防法での防火対象物に該当

【その他の保全管理】電気設備、給排水衛生、耐震診断・改修等

【第一部 制度説明】

所有者・管理者に求められるものとして・・・



建築基準法での建築物の維持管理

定期報告をしないと罰則がある

・・・建築基準法第101条第1項第二号

第1条（目的）・・国民の生命・健康及び財産の保護を図り、もつて
公共の福祉の増進に資する為に、建築物の敷地・構造・設備などについて
の最低基準を定める

第8条（維持保全）・・建築物の所有者・管理者・占有者は、建築
物の敷地・構造及び建築設備を、常時適法な状態に維持するように努めな
ければならない

第12条（報告、検査等）・・建築物の所有者・管理者は、敷
地・構造および建築設備について、定期に、資格を有するものに調査をさせ
てその結果を特定行政庁へ報告しなければならない



所有者としてどのようなことを行うのか。

【建築基準法】

第１２条 定期報告

建築物の調査（検査）を資格者にさせ、

その結果を特定行政庁に報告する

資格者が見つからずお困りの際は

大阪建築防災センターへご相談ください

建築基準法で求められている定期報告は、
消防法や他の法律とは異なる制度です！

https://3.bp.blogspot.com/-o2casvYEHug/Wm1ypVF__-I/AAAAAAABJ6k/aohN1zFW4WQyKLqGnpxSwuCWq5wnE5WhwCLcBGAs/s800/hanko_natsuin_man.png


２.定期報告制度の必要性

～これまでの経緯～

S34年に定期報告制度が確立された。

H28年より、旅館・ホテルは国土交通省の指定と
なり、全国的に報告義務化！

【第一部 制度説明】

S49年より、特定行政庁（府内）が特殊建築物の
一部（旅館・ホテル含む）を指定⇒報告義務化

S40年代 旅館・ホテル火災 規制強化

H25年 診療所火災 規制強化

https://1.bp.blogspot.com/-6SXRbv2o9EM/Wge77lCzOYI/AAAAAAABIEU/8enWWx9VXK0qzgQeM6Fzq4GL56Jop8HQQCLcBGAs/s800/kaji_building_high.png


事故事例（その１）

事故で管理責任が問われ、所有者が賠償を負うことに・・

・アパート４階を訪れた者が、外階段を

昇っていたところ、突如階段の中央部分が

落下し、転落負傷した。

・被害者が、建物所有者（間接占有者）及び管理人に損害賠償

を請求した。

・落下した階段は腐食していた。

・建物所有者は、管理人に建物の賃貸・管理業務を委託してい

たが、注意義務を尽くしたことの証明はないとし、損害賠償責

任を負うことになった。

https://2.bp.blogspot.com/-u-mIGhxywkY/VRUSxeZuUDI/AAAAAAAAsvg/ufDAaKMP5Oc/s800/rasen_kaidan.png


事故事例（その２） 外壁タイル剥離・落下

平成１７年６月１４日
東京都中央区
４階から５階部分の
傾斜壁の一部が剥離（約５ｍ×７ｍ）
・・・・・・・この事故による負傷者 ２名

打診調査などで、
タイルの浮きが早めに
発見されていたら・・・・

突然の落下事故・・調査で兆候を発見し、未然に事故を防止する。



事故事例（その３） 火災

平成25年10月1日
福岡市博多区
1階から出火
死者 10名 負傷者 5名

1階、2階及び4階の階段の
防火扉が閉鎖しなかった！

事故や火災が起こったら、大惨事となるもの・・適法な維持管理が重要



事故事例（その3） 火災

4階の階段防火扉
ひも状のもので固定

3階の階段防火扉
火災時の状況不明



定期報告は何のために行うのか

既存建築物の維持保全
使用・経年による建物の劣化や機能低下の早期発見。

防災上の障害等の問題点・危険性の把握・改善。

既存建築物の安全対策
より安全に利用し続ける為に、最新の基準に合わない部分

についての改善の必要性確認。所有者への意識づけ。

（事故等の反省から基準が改正される。）



特定行政庁に報告する制度ですので、報告書を提出
し、受理されれば報告義務は果たされます。

報告義務と定期報告の主目的

調査（検査）結果をもとに、指摘箇所の改善など

建物の維持保全に努めることで、利用者は安心して

使用できます。 ⇒制度本来の目的

しかし・・・
それだけではもったいないです！

https://3.bp.blogspot.com/-0SjooQX8e4s/XAY5zXxrJoI/AAAAAAABQfA/7JPFgFn1gWg-u8i8PBgHlpfPxl14rH4LgCLcBGAs/s800/document_houkokusyo.png


①特定建築物の調査：３年に１回
建築物全体の調査を行います。

②建築設備の検査：6ヶ月～1年に1回
建築物に設置されている、機械換気設備、機械排煙設
備、非常用の照明装置について詳細調査を行います。

③防火設備の検査：6ヶ月～1年に1回
建築物に設置されている、防火設備（常時閉鎖のものは
①で実施）について詳細調査を行います。

④昇降機等の検査：6ヶ月～1年に1回
エレベーターやエスカレーター等の検査です。

【第一部 制度説明】

３.大阪府内の運用



対象建築物について

 用途・規模によって対象が決められています。

 詳細は、別紙を参照してください。

 大阪府内建築行政連絡協議会（＊）、又は

大阪建築防災センターのHP等でも確認できます。

＊大阪府内建築行政連絡協議会・・・

行政会員（18） 以下の行政庁（特定行政庁）の建築指導主務部局

大阪市・豊中市・堺市・東大阪市・吹田市・高槻市・守口市・枚方市・八尾市・寝屋川市

茨木市・岸和田市・箕面市・門真市・池田市・和泉市・羽曳野市

大阪府（上の市を除く市町村分）







・定期報告を行わない・虚偽の報告を行った者
⇒建築基準法第１０１条第１項第２号により
１００万円以下の罰金を科すことがあります。

・また、未報告の状態で事故が発生すれば、
建築基準法上の罰金のみならず、
所有者として損害賠償等も問われる恐れがある。

※所有者・管理者には、建築物の維持保全に関する一義的な責任があり、
建物に起因する事故等が発生した場合には、その過失の有無にもよるが
責任を問われる立場にあります。

４.定期報告を怠った時の罰則等について

【第一部 制度説明】

 刑法：失火罪、過失致死傷罪

 民法：損害賠償責任

https://4.bp.blogspot.com/-N_Bz36zdCAc/W9RcYs_2x7I/AAAAAAABPqY/MREQrVQUISM3wjsPO7P96hbaNVPnBp2IQCLcBGAs/s800/gyousei_shidou_man.png


 宅地建物取引業法 第三十五条 （重要事項の説明等）

第１項 六の二

当該建物が既存の建物であるときは、次に掲げる事項

イ 建物状況調査（実施後国土交通省令で定める期間の経過していないものに限る。）

を実施しているかどうか、及びこれを実施している場合におけるその結果の概要

ロ 設計図書、点検記録その他の建物の建築及び維持保全の状況に関する書類で国

土交通省令で定めるものの保存の状況

 宅地建物取引業法施行規則 第十六条の二の三

第１項 五

建築基準法施行規則（昭和二十五年建設省令第四十号）第五条第三項及び同規則第

六条第三項に規定する書類

⇒これが、定期調査（検査）報告書！

宅地建物取引業法の改正と
建築基準法に基づく定期報告制度について

平成30年4月1日施行



大阪府北部を震源とする地震

２．被害状況
○人的被害及び住家被害（速報値）【８月８日１１時３０分時点】

１．地震の概要
○発生日時 平成30年6月18日 7時58分
○震源地 大阪府北部（北緯３４．８度、東経１３５．６度）
○震源の深さは１３ｋｍ（暫定値）、地震の規模（マグニチュード）は６．１（暫定値）
○最大震度 震度６弱

市町村
人的被害（人） 住家被害（棟）

非住家被害
死者数 負傷者数

行方不明
者数 全壊数 半壊数 一部損壊

合 計 ５ 36１ ０ 14 327 44,166 723

https://4.bp.blogspot.com/-zIYIuxivYwA/U00KCD46zfI/AAAAAAAAfMw/bZorRjcCmQM/s800/block_pattern.png


説明者交代中



1.建築物の基本情報と記録の保管管理

【第二部 建築物の維持保全とは】

所有者が知っておくべき建築物の情報
 建築確認申請書（検査済証）・・・・法的根拠を確認できる

 建築物の竣工図・・・・・新築時の状態を把握

 前回の定期調査報告書・・・・維持管理・劣化の履歴を把握

 設備図・機器仕様・・・・経年劣化・故障時などの資料として

 その他の届や点検記録（昇降機、消防設備等）

所有者みずから、図面、記録の保管管理を



調査(検査)項目は国土交通省が定めている！

2.調査(検査)内容のポイント

【建築物の維持保全とは】

建築物
 敷地及び地盤

 建築物の外部

 屋上及び屋根

 建築物の内部

 避難施設等

 避雷針など

建築設備
 機械換気設備

 換気設備等に設けられた防火ダンパー

 機械排煙設備

 非常用の照明装置

防火設備(随時閉鎖式)
 防火扉

 防火シャッター

 耐火クロススクリーン

 ドレンチャー等

昇降機等
 エレベーター

 エスカレーター

 小荷物専用昇降機

 段差解消機等

 遊戯施設



敷地の状態（1）

建築物周囲の敷地の状態を主に目視で確認します。

沈下（どの程度か、原因の推測）、雨水排水、避難通路、ブロック塀、擁壁

地盤の調査 ひび割れの兆候

調査内容のポイント

＜建築物調査＞



敷地の状態（2）

雨水排水

間地石練積（水抜き75Φ）

調査内容のポイント

ブロック塀

＜建築物調査＞



建築物の外部（1）

外壁タイル欠落 タイルの浮き部

コンクリート欠落寸前

・建築物の外壁の劣化・損傷状況を目視・打診に

より確認します。

・剥離して落下すると人や物にあたり危険です。

調査内容のポイント

＜建築物調査＞



建築物の外部（2）

大規模修繕での打診 ゴンドラによる打診 手の届く範囲の打診

・建築物の外壁タイルの打診調査

調査内容のポイント

＜建築物調査＞



屋上及び屋根
・屋上にて防水層の劣化状態の確認を行ったり、

設置されている機器の劣化状態などを目視により

確認します。

・写真撮影も重要な資料になります。

機器のサビや劣化を確認 屋上防水の浮きを確認

調査内容のポイント

屋根仕上材の欠損

＜建築物調査＞



建築物の内部（1）

・設計図書による確認、現地の現状の状態を目視確認します。

（現行法基準による法規チェック含む）

EVの遮煙性能の指摘事項

(竪穴区画)

調査内容のポイント

遮煙対応EVの認定シール（一例）

＜建築物調査＞



建築物の内部（2）

・建築物は火災の拡大防止のため、防火区画されています。

（面積区画・竪穴区画・異種用途区画等）

・特に防火戸や防火シャッターが正常に設置・作動するかは調査のポイント。

防火戸のこすれ

調査内容のポイント

防火戸が開放状態で固定されている

＜建築物調査＞



避難施設・・・・

・放置物品は避難時に転倒や逃げ遅れなどにより、人命に関わる事態を

まねきます。

・出入口の鍵が容易に開錠できない、階段に手すりがないとすばやく避難

できない事態に陥ります。

出入口・廊下・階段など

調査内容のポイント

階段の手すり物品の放置

避難出口にシリンダー錠

＜建築物調査＞



機械換気設備・・・・
・燃焼により室内の酸素が消費され、室内の酸素濃度が低下すると一酸化
炭素が発生し、健康に影響をおよぼすので、測定器具を用いて、必要換気
量があるか検査します。

排気ﾌｰﾄﾞの形状によって

必要換気量は変わる。

図はⅡ型 ⇒ 20KQ

以上の換気量が必要！

検査内容のポイント

＜建築設備検査＞

火気使用室の換気量



検査内容のポイント

＜建築設備検査＞

機械排煙設備
・避難時に煙にまかれないように、火災で発生した煙が屋外に適切に排出
できるか、非常用電源に切替え、風量測定します。



検査内容のポイント

＜建築設備検査＞

非常用の照明装置
・停電時に非常用の照明装置が必要な明るさで30分以上点灯するか
検査します。



随時閉鎖式の防火設備

散水ヘッド

感知ヘッド

耐火クロス
スクリーン

防火
シャッター

防火扉

ドレンチャー

検査内容のポイント

・建築物は火災の拡大防止のため、防火区画されています。
（面積区画・竪穴区画・異種用途区画など・・・）
・火災時に作動する必要があるため感知器を連動させて自動的に閉鎖するか
確認することが重要です。

＜防火設備検査＞



 資格者に、調査依頼を行うにあたって
①建築物の情報が多ければ多いほど正確な調査

建築確認申請書の副本、図面、関係書類、また前回の報告

書など建築物の基礎情報・書類をご準備ください。

②調査内容・調査条件あらかじめを明確にできる資格者

資格があっても実務が対応できるとは限りません。

資格者と事前に条件を協議の上信頼できる方に依頼を！

③費用は、建築物の状況によって差があります。

見積り方法を確認し納得いくまで説明を求めてください。
（日程と工数・業務量・日当交渉・・・。説明が明確か？）

2-2.調査依頼のアドバイス



3.維持保全に活用

 劣化損傷状況・・・ひびわれ・サビ・設備の故障・原因など

 法チェック等・・・構造・防火・避難安全の基準の照合状況

 改善の方法・・・アドバイスや提案（予算含む）が有効

 改善時期・・・緊急度、難易度、経過観察等を計画的に

 改善にかかる費用・・・見積りをとり比較検討が必要

 記録写真・・・できるだけ多く写真記録を受け取る

所有者は、報告書の内容について、必ず調査（検査）者から
説明を受けていただく。

特に、以下のポイントが大切です。

調査・検査結果の説明を受ける（最も重要）

報告書の提出は、最終の手続きです。



調査(検査)結果を建築物の維持保全につなげる！

何度も言いますが。。。定期報告の本来の目的は、

結果を建物の維持保全に役立てることです。
義務的な報告書の提出のみを目的としていませんか？

維持保全への取り組みとは？

報告義務を果たし一段落ですが、次は改善の取り組みです。

改善を行うには、費用もかかり諸事情により簡単に取り組め

ないものです。しかし、放っておくことなく計画的な改善計画を

立てることがまず肝心です。所有者は、調査者にアドバイスを

もらい、必要に応じて専門業者に見てもらうなどし、優先順位

も考慮して実施に向け維持保全を行うことが大切です。



資格者が行う業務の流れは？

①準備・・・建築図面の準備・法規確認・調査計画

②現場にて調査・・・状況記録・写真等撮影

③所定の報告書様式を使って報告書作成

④所有者・管理者に調査結果説明【とても重要！】

⑤改善方法のアドバイス

⑥(一財)大阪建築防災センターに報告書を提出

⑦提出した旨を、所有者・管理者に報告

【参考1】



法律は時代とともに変わっていくが？

新築当時は手摺がなくても、法的には問題なかった・・・・

階段に手摺がない

現在の法律では、全ての階段には手すりの設置が求められます。

こういった事例は、既存不適格といわれます。

現在の法律が即座に適用（遡及）されるわけではありませんが、

所有者・管理者は、現行法に適合しない部分を把握し、最新の安全確保の

ために出来る限り、適合するよう改善に努めることとなっています。

【参考2】



消防（点検）との違いは？

 消防法 第 1条（目的） → 火災予防、警戒、鎮圧、救助。

 防火対象物・消防用設備点検

→防火管理に関する事項、消防用設備の維持、

火災予防上必要な事項の点検・報告。

 消防用設備

→消火設備、警報設備、避難設備。

・消防は、火災予防・初期消火、救助
・建築は、３０分以上の避難時間の確保、延焼防止

（避難関係での関連は一部あります。誘導灯は消防設備です。）

【参考3】



調査費用がいくらかかるか不安です

 調査・検査の費用については、現在、

一律の基準はありません。

建築物の規模・用途・築年数等により、必要な調査が個々
に大きく異なります。また必要図面等の保管状況といった
諸条件によって費用が変わるケースがあるためです。

建築物に合った調査者と 適正な費用での契約が

理想です。いくつか見積をとって、調査・報告に費

やす日数と単価に注目し検討してください。

【参考4】



足場をかけないと、調査ができないのだが

 平成20年の改正により、

①タイル貼りの外壁(他、はがれて落下してきたら危険なもの）

②竣工後（外壁改修後）10年超経過

③歩行者に危害を及ぼすおそれのある範囲

①～③に全てあてはまると、目視では異常が

なくても、全面的な打診調査が必要とされました。

打診調査は足場が必要になる場合も多く、大規模

修繕等に合わせて行う場合も多いようです。

外壁の全面打診調査について

【参考5】



定期調査(検査)項目はどこで定めているのか？

 平成20年国土交通省告示第282号（建築物）

 平成20年国土交通省告示第285号（建築設備）

 平成28年国土交通省告示第723号（防火設備）

 平成20年国土交通省告示第283号（昇降機）

 平成20年国土交通省告示第284号（遊戯施設）

全ての調査・検査は、告示に定められた、

調査（検査）方法・判定の基準に基づいて行われています。

実際の調査にかかる日数や準備内容などは、物件により大きく異なっています。
（規模・築年数・図面整備状況・設置設備・周辺環境・建物の構造等・・）

ただし・・・

【参考6】



大規模修繕だけでは不足ですか？

 定期報告の劣化・機能低下に関する調査項目
の多くは、大規模修繕の内容と関連付けるこ
とができます。

しかし、定期報告の調査では劣化・機能低
下に関する項目のみではなく、安全対策、防
災上の障害等の把握も必要となっています。

大規模修繕を行っているだけでは定期報告の
調査内容を満足することはできません。

【参考7】



日常点検の記録は有効ですか？

 調査・検査項目によっては、記録の確認で

有効なものもあります。

例えば・・

空気環境測定や消防設備点検での排煙機運転（ただし風量
測定がされない場合が多いが）などは、当検査で求めている項
目をクリアするものもあります。その場合はその項目につ
いては記録の確認で判定することができます。

但し、前回の調査・検査以降の記録に限ります。

（古い記録の使い回しはできません！）

【参考8】



わたしでも調査できますか？

 定期報告に必要な資格

・1級建築士 もしくは 2級建築士 ⇒ （すべての調査・検査）

・特定建築物調査員 ⇒ （特定建築物調査）

・建築設備検査員 ⇒ （建築設備検査）

・防火設備検査員 ⇒ （防火設備検査）

・昇降機等検査員 ⇒ （昇降機等検査）

 実際の調査や報告書の作成には、資格が必要です。

 報告書の提出に来られることは可能です。
しかし、報告書受付時には、調査の内容などを詳細にお伺いしていま
すので、あらかじめ資格者とよく打ち合わせをお願いします。

【参考9】



報告の義務は誰にある？

 建築物の所有者または管理者に

報告義務があります。

 ここでいう管理者とは？？？
建築物の所有者から、その建築物についての維持管理上の

権限を委任されている者、主体的に関与しているもの。

いわゆる「管理人」「支配人」など、管理者とみなされやすい

名称で呼ばれている者であっても、権限を委任されていなけ

れば「管理者」にはならないと考えられます。

【参考10】



説明者交代中



大阪府北部を震源とする地震

２．被害状況
○人的被害及び住家被害（速報値）【８月８日１１時３０分時点】

１．地震の概要
○発生日時 平成30年6月18日 7時58分
○震源地 大阪府北部（北緯３４．８度、東経１３５．６度）
○震源の深さは１３ｋｍ（暫定値）、地震の規模（マグニチュード）は６．１（暫定値）
○最大震度 震度６弱

市町村
人的被害（人） 住家被害（棟）

非住家被害
死者数 負傷者数

行方不明
者数 全壊数 半壊数 一部損壊

合 計 ５ 36１ ０ 14 327 44,166 723

○その他

・ブロック塀の倒壊

・エレベーターでの閉じ込め



エレベーターの既存不適格について

地震時管制運転装置・戸開走行保護装置



エレベーターの既存不適格について



既存ブロック塀の安全確保

 平成30年６月18日に発生した大阪府北部を震源とする
地震（M6.1）ではブロック塀の倒壊が発生し、改めて基準
を満たさないブロック塀の危険が認識されたところです。
ブロック塀には、法律で定められた基準があり、その安全
性の確保は所有者の責任です。

⇒啓発リーフレット等による自主点検

⇒「定期報告」における適切な調査・報告

危険性が確認された場合には付近通行者への速やかな注意
表示及び補修・撤去等が必要です。







一般財団法人 大阪建築防災センター

〒540-0012 大阪市中央区谷町３－１－１７

ＴＥＬ ０６－６９４３－７２７５

平日 9：15～17：00

【相談窓口のご案内】

「一般財団法人 大阪建築防災センター」では、防火設備定期検査
の実施を準備・推進される所有者・管理者様に対し個別のご相談を
お受けいたしております。

【主な相談内容】
・検査内容や準備について

・資格者への依頼について

・報告書の提出について

※ただし、行政判断・指導に係る内容については取扱いできません。


